
○高槻市労働者等からの公益通報に関する規則 

平成３０年高槻市規則第３号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、労働者等からの公益通報の処理に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 労働者等 次に掲げる者をいう。 

ア 公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号。以下「法」という 。） 第２

条第１項各号に掲げる者 

イ アに掲げる者のほか、法第２条第１項各号に定める事業者（市を除く。以下

「事業者」という 。） の法令（条例、規則その他の規程を含む。以下同じ 。）

の遵守を確保する上で必要と認められる者 

(2) 公益通報 労働者等が、不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その

他の不正の目的でなく、かつ、通報対象事実が生じ、若しくは正に生じようとし

ていると信ずるに足りる相当の理由がある場合又は通報対象事実が生じ、若しく

は正に生じようとしていると思料し、かつ、法第３条第２号に規定する書面を提

出する場合において、次に掲げる者の区分に応じそれぞれに定める者について通

報対象事実が生じ、又は正に生じようとしている旨を市に通報することをいう。 

ア 前号アに掲げる者 当該者の役務提供先（法第２条第１項に規定する役務提

供先をいい、市を除く 。） 又は当該役務提供先の事業に従事する場合における

その役員、従業員、代理人その他の者 

イ 前号イに掲げる者 当該者に係る事業者又はその役員、従業員、代理人その

他の者 

(3) 通報対象事実 次に掲げる事実のうち、市の機関が法第２条第１項に規定する

処分又は勧告等（以下「処分等」という 。） をする権限を有するものをいう。 

ア 法第２条第３項に規定する通報対象事実 

イ アに掲げる事実のほか、法令に違反し、又は違反するおそれのある事実その

他市又は市民の利益を害し、又は害するおそれのある事実 

(4) 担当課 通報対象事実について処分等をする権限に関する事務を分掌する市の

組織（高槻市事務分掌規則（平成２４年高槻市規則第１５号）別表第１及び別表

第２に規定する課並びに同規則第２条第５項に規定する室（市長の事務部局以外

の事務部局にあっては、これらに相当する組織）をいう 。） をいう。 

(5) 通報者 公益通報を行った労働者等をいう。 

（公益通報の方法等） 

第３条 労働者等は、書面の提出、ファクシミリ装置を用いた送信、電子メールの送



信、電話又は面談により、市民生活環境部市民生活相談課（消費生活センターを除

く。以下「市民生活相談課」という 。） 又は担当課の職員に公益通報を行うことが

できる。 

２ 公益通報を行おうとする労働者等は、通報対象事実を客観的かつ具体的に証明す

ることができる資料を提出しなければならない。ただし、やむを得ない理由がある

と市民生活環境部市民生活相談課長（以下「市民生活相談課長」という 。） 又は担

当課の長が認めるときは、この限りでない。 

３ 公益通報を行おうとする労働者等は、自己の住所、氏名及び連絡先を明らかにし

なければならない。ただし、通報対象事実を客観的に証明することができる資料を

提出するときは、この限りでない。 

４ 公益通報を行おうとする労働者等は、その行おうとする公益通報に関し、あらか

じめ市民生活相談課又は担当課の職員に相談することができる。 

（市民生活相談課における受付） 

第４条 市民生活相談課の職員は、公益通報又は前条第４項の規定による相談（以下

「事前相談」という 。） を受けたときは、市民生活相談課長にその内容を報告する

ものとする。 

２ 市民生活相談課長は、前項の規定による報告を受けたときは、公益通報処理管理

簿にその内容を記録するものとする。 

３ 市民生活相談課長は、第１項の規定による報告（公益通報に係るものに限る 。）

を受けたときは、公益通報に係る事実が明らかに通報対象事実に該当しないと認め

るときを除き、担当課を特定するものとする。 

４ 市民生活相談課長は、前項の規定により担当課を特定したときは、当該担当課の

長に当該公益通報の内容その他必要な事項を通知するものとする。 

５ 市民生活相談課長は、公益通報に係る事実が明らかに通報対象事実に該当しない

と認めるときは、通報者（匿名による通報者及び通知を希望しない通報者を除く。

第６条第２項及び第３項並びに第７条第１項及び第３項において同じ 。） にその旨

及び理由を通知するものとする。この場合において、公益通報に係る事実が市の機

関が処分等をする権限を有しないものであると認めるときは、当該事実について処

分等をする権限を有する機関（当該機関がないときは、その旨）を教示しなければ

ならない。 

６ 市民生活相談課長は、通報対象事実の該当性の判断又は担当課の特定が困難なと

きその他公益通報の受付に関し必要があると認めるときは、第８条第１項に規定す

る公益通報委員会（同項を除き、以下「委員会」という 。） を招集し、その助言を

求めることができる。 

（担当課における受付） 

第５条 担当課の職員は、公益通報又は事前相談を受けたときは、当該担当課の長に

その内容を報告するものとする。 



２ 担当課の長は、前項の規定による報告を受けたときは、市民生活相談課長にその

内容を通知するものとする。 

３ 前条第２項の規定は、前項の規定による通知について準用する。 

（公益通報の処理） 

第６条 担当課の長は、第４条第４項の規定による通知又は前条第１項の規定による

報告（公益通報に係るものに限る 。） を受けたときは、公益通報に係る事実が明ら

かに通報対象事実に該当しないと認めるときを除き、当該公益通報に係る処理（以

下単に「処理」という 。） の開始を決定するものとする。 

２ 担当課の長は、前項の規定により処理の開始を決定したときは、通報者にその旨

を通知するとともに必要な調査を行うものとする。 

３ 担当課の長は、第１項の通知又は報告を受けた公益通報に係る事実が明らかに通

報対象事実に該当しないと認めるときは、通報者にその旨及び理由を通知するもの

とする。 

４ 第４条第５項後段の規定は、前項の場合について準用する。 

５ 担当課の長は、第１項の規定による処理の開始の決定又は第３項の規定による通

知を行うに当たり、委員会に助言を求めることができる。この場合において、市民

生活相談課長は、必要があると認めるときは、委員会を招集するものとする。 

６ 担当課の長は、第２項又は第３項の規定による通知を行ったときは、市民生活相

談課長にその内容を通知するものとする。 

７ 第４条第２項の規定は、前項の規定による通知について準用する。 

８ 担当課の職員は、調査の実施に当たっては、通報者が特定されないように十分に

配慮するとともに、第三者の正当な利益及び公共の利益を害することのないように

努めるものとする。 

（調査の結果） 

第７条 担当課の長は、調査の結果、公益通報に係る事実が通報対象事実に該当する

と認めるときは、当該事実に係る法令に基づく措置その他必要な措置を講ずるとと

もに、通報者に対し、当該調査の結果及び当該措置の内容を個人情報の保護等に支

障のない範囲において通知するものとする。 

２ 前条第５項の規定は、前項の措置について準用する。 

３ 担当課の長は、調査の結果、公益通報に係る事実が通報対象事実に該当しないと

認めるときは、通報者にその旨及び理由を通知するものとする。 

４ 第４条第５項後段の規定は、前項の場合について準用する。 

５ 担当課の長は、第１項又は第３項の規定による通知を行ったときは、市民生活相

談課長にその内容を通知するものとする。 

６ 第４条第２項の規定は、前項の規定による通知について準用する。 

（公益通報委員会） 

第８条 公益通報に係る市民生活相談課長又は担当課の長への指導及び助言を行うた



め、公益通報委員会を置く。 

２ 委員会は、次に掲げる者をもって組織する。 

(1) 市民生活相談課長 

(2) 総務部法務ガバナンス室長 

(3) 市長が指名する職員 

３ 委員会に委員長を置き、市民生活相談課長をもって充てる。 

４ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

５ 委員会の庶務は、市民生活相談課において行う。 

（職員の責務） 

第９条 市の職員は、自らが関係する公益通報の処理に関与してはならない。 

２ 市の職員は、第６条第２項に規定する調査に協力しなければならない。 

３ 処理の業務に従事した職員その他の公益通報に関与した職員は、通報者の個人情

報その他の公益通報に関する秘密を漏らしてはならない。 

（処理の終了後の対応） 

第１０条 市民生活相談課の職員は、処理が終了した公益通報に係る通報者からの意

見、苦情、相談その他の申出を受けたときは、市民生活相談課長にその内容を報告

するものとする。 

２ 市民生活相談課長は、前項の規定による報告を受けたときは、担当課の長にその

内容を通知するものとする。 

３ 第５条第１項及び第２項の規定は、第１項の申出について準用する。 

４ 市民生活相談課長は、第１項の規定による報告又は前項において準用する第５条

第２項の規定による通知を受けたときは、委員会を招集し、その指導又は助言を求

めることができる。 

（運用状況の公表） 

第１１条 市長は、公益通報に係る制度の運用状況について定期的に公表するものと

する。 

２ 市長は、前項の規定による公表を行うに当たっては、個人情報の保護等に配慮す

るものとする。 

（施行細目） 

第１２条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年７月２２日規則第１８号） 

この規則は、令和元年８月１３日から施行する。 

  附  則（令和４年５月３０日規則第２５号） 

 この規則は、令和４年６月１日から施行する。 

 


